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要分野とされており、それらの分野を支えるのは Science, Technology, Engineering, and 
Mathematics 即ち STEM 教育であるとの認識がある。
　そのような中、米国大統領科学技術諮問委員会（PCAST）は、2012 年 2 月に「優越を
目指して取り組め：100 万人の科学技術工学数学の学位をもつ大学学部卒業生の新たな輩
出」のレポートを大統領に提出した。そこでは、米国が今後も科学技術分野での優位性を
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　2012 年 11 月、スフェラーパワ （ー株）と福井県工業技術センターは、織物メーカーの協力を得て、直
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トピックス2 安価な放射性セシウム除染布の量産に成功










2）　東京大学記者発表（2012年 11月 27日）：http://www.u-tokyo.ac.jp/public/public01_241127_ j.html



























































　第 1 約束期間が 2012 年末で期限切れとなった京
都議定書は、第 2 約束期間として 2013 年 1 月 1 日
から 2020 年末まで延長された。欧州連合（EU）加
盟 27 か国の他、オーストラリアやスイスなどの先





























　国連気候変動枠組条約第 18 回締約国会議（COP18）および京都議定書第 8 回締約国会合（COP/
MOP8）が、2012 年 11 月 26 日から 12 月 8 日までカタール国ドーハで開催された。第 1 約束期間が
2012 年末で期限切れとなった京都議定書を、第 2 約束期間として 2013 年から 2020 年末まで延長する
こと、ならびに 2020 年より先の新たな国際枠組みに関する具体的な策定作業計画などが、「ドーハ気候
ゲートウェイ」として合意された。2020 年以降の主要排出国を含めた新しい枠組みについては、2014
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参　考
1）　Alfi Syakila, et al., : The global nitrous oxide budget revised, Greenhouse Gas Measurement and Management, 
1:1,17-26（June,6, 2011）
2）　（独）農業環境技術研究所／東北大学　「根粒菌による温室効果ガスの削減」（平成 24年 11月 12日）







果は CO2 の 310 倍あり、対流圏では消失せず、成
層圏において分解される時にオゾン層を破壊する。


















根粒菌の N2O 還元酵素活性を元株の 7～11 倍に高


















認した。このダイズ根粒菌の持つ酵素は N2O を窒素ガスに還元する酵素で、収穫後の N2O 発生量を
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　英国物理学会出版局 36 誌、Nature 系列 20 誌が
2012 年 10 月より論文の影響度（インパクト）を計
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載したスウェーデン製の複数の自
動車が、車間距離 15 m で列車の
ように隊列を組んで時速 85 km、




























































































































の Robocar MV、2012 年 に は ハ
イブリッド車に自動運転機能を搭
載した RoboCar HV の販売を開
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自動運転自動車の研究開発動向と実現への課題























① 700 MHz 帯　（安全運転支援通
信システム）
② 60/78 GHz 帯　衝突事故防止用
レーダ（遠方検知）
③ 79 GHz 帯　高分解能レーダ（将
来の近距離レーダ）
















































図表 3　ISO TC204 の主な検討項目（抜粋）
出典：（社）道路新産業開発機構の資料、参考文献13）などを基に科学技術動向研究センターにて作成
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認める法律は 2011 年 6 月に可決























































































































































1）　Nevada　Department of Motor Vehicles（DMV） News Release　2012 年 5 月 7 日：
http://www.dmvnv.com/news/12005-autonomous-vehicle-licensed.htm
2）　高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部「新たな情報通信技術戦略工程表」平成 24 年 7 月 4 日改訂：
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/pdf/120704_siryou1.pdf
3）　警察庁 HP「平成 23 年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締状況について」平成 24 年 1 月 26 日：
http://www.npa.go.jp/toukei/index.htm
4）　国土交通省 HP「高速道路サグ部等交通円滑化研究会における検討状況報告（資料 5）」平成 24 年 6 月 27 日：
http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/autopilot/pdf/6.pdf
5）　「車の衝突被害軽減ブレーキの普及にはずみ」　科学技術動向 No.130 2012 年 7・8 月




9）　永井・ラクシンチャラーンサク ,「カー・ロボティクス」, 2010 年 , ZMP パブリッシング発行
10）　ZMP 社 HP：http://www.zmp.co.jp/pdf/product_history.pdf
11）　Youtube：http://www.youtube.com/watch?v=cdgQpa1pUUE　2012 年 3 月 28 日 Google 投稿
























































支えるのは Science, Technology, 

































政 策 と し て 重 要 視 さ れ て い る
テーマの一つは STEM 教育であ
る。大統領科学技術諮問委員会
（President’s Council of Advisors 
on Science and Technology-




and Inspire：K-12 Education in 
Science, Technology, Engineering 
and Math （STEM） for America’s 
Future）」を大統領に提出した3）。
さらに、2012 年 2 月には「優越を
2 PCASTレポートの概要と我が国への参考点





Excel: Producing One Million Ad-
ditional College Graduates with 















を今後 10 年間において 100 万人
増員することが必要であるという
















































































































ことは、2 年制および 4 年制の全
ての大学において共通である。こ
























数を 40% から 50% に高々 10% 増
加させるだけで年間 7 万 5 千人の
増加が見込まれ、これにより目標
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注3　デザイン思考教育の実例や重要性については、本誌 2012年 9・10月号（参考文献 8）で指摘している。








図表 3　提言 2へのアクションプラン 2項目
出典：参考文献4）










































































































である。例えば、2010 年 9 月に
















































































図表 5　提言 3へのアクションプラン 4項目
出典：参考文献4）
[4]–1：高校生向けの教育省夏期 STEM 学習プログラムに資金配分を行う。
[4]–2：NSF プログラム、および範囲を拡大した労働省プログラムによって、2 年制から 4 年制の高等教
育機関への進路を広げる。
[4]–3：成功するような STEM プログラムを支援するため公的部門と民間部門の連携を構築する。
[4]–4：教育省や労働統計局から、STEM 分野の学生・親・より幅広い STEM コミュニティ、そして労
働市場に提供されるデータを整備する。































































































































































































門分野に関連した既存の助成金プログラムの約 30%、年間総予算約 1,250万ドルが 2年次以降の専
門分野研究コースの実践への資金援助に集中している。そこで、それら既存の助成金プログラムを





















































クに、2011年には 394,474人と約 7万人（△ 15.5%）減少している。理学部が 87,901人（2000年）
から 80,960人（2011年）と約 7,000人（△ 7.8%）の減少であることと比較すると、理系においても
工学部の学生数の減少は著しい。また、人文科学は 410,979人（2000年）から 385,268人（2011年）















科 学 技 術 動 向　2013年 1・2月号
26
1）　バラク・オバマ，米国、私のビジョン，CNN，2012：http://www.cnn.co.jp/usa/35024001.html
2）　和田恭，米国の教育情報化に関する動向について，ニューヨークだより，2012 年 8 月
3）　遠藤悟，緊縮財政下における米国の科学技術政策：2012 年 AAAS 科学技術政策年次フォーラム報告，科学技術動向，
2012 年 7・8 月号, p.31-43
4）　REPORT TO THE PRESIDENT, ENGAGE TO EXCEL: PRODUCING ONE MILLION ADDITIONAL COLLEGE 




5）　文部科学省，大学分科会（第 109 回）・大学教育分科会（第 21 回）合同会議配付資料，2012 年 8 月：
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/siryo/1324511.htm
6）　文部科学省，大学院部会（第 60 回）配付資料，2012 年 4 月：
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/004/gijiroku/1321647.htm
7）　産学協働人財育成円卓会議，アクションプラン～日本復興・復活のために～，2012 年 5 月
8）　黒川利明, 大学・大学院におけるデザイン思考（Design Thinking）教育；科学技術動向 2012 年 9・10 月号, p.10-23
9）　文部科学省，文部科学統計要覧（平成 24 年版）：
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/002/002b/1323538.htm，2012 年
千田　有一
科学技術動向研究センター　客員研究官
信州大学工学部　教授
http://soar-rd.shinshu-u.ac.jp/profile/ja.uNApbpkh.html
専門は制御工学。運動物体やシステムを自由自在に操るために必要な、モデリング、
状態推定、制御理論に関連する研究開発に興味を持つ。民間企業の経験から、色々な
意味での産学連携が重要だと考えている。
参考文献9）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　日本の大学学部学生数の推移
参考文献
執筆者プロフィール
